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(54) Title: REEL MEMBER AND FILM CONTAINING BODY

(54) 発 明 の 名 称 ：リ一ル 部 材 及 び フ ィル ム 収 容 体

(57) Abstract: A reel member (1) has a cylinarically shaped winding core
shaft (2) and first and second flanges ( , 12) provided at both ends o f the
winding core shaft (2). A n adhesive film (6) i s wound around the winding
core shaft (2). Reinforcement sections (3) having a given thickness are
provided on the flanges ( 11, 12) at positions in the vicinity o f the winding
core shaft (2). Reduced-weight sections (4) are provided on the inside o f the
flanges ( 11, 12) at positions located further toward the outer peripheral side
o f the flanges than the reinforcement sections (3). The thickness o f the r e

(a) duced-weight sections (4) i s less than the thickness o f the reinforcement sec -
tions (3). The reduced-weight sections (4) are formea m a tapered shape and
are thinnest on the outer peripheral side o f the flanges. Ribs (5) for guiding
the adhesive film (6) are provided on the inner portions o f the flanges ( 11,
12). The deflection o f the flanges ( 11, 12) due to the weight thereof i s pre
vented, and as a result, the accuracy of the clearance (C) between opposing
ribs (5) i s improved.

(57) 要 約 : リー ル 部 材 (1) は 、 円筒 形 状 の 巻 芯 軸 部 (2) と、巻 芯 軸
部 (2) の 両 端 部 に設 け られ る第 1 及 び 第 2 フ ラ ン ジ部 ( 11, 12) と を
有 す る 。 巻 芯 軸 部 (2) の まわ りに 接 着 フ イル ム (6) が 巻 か れ る 。
フ ラ ン ジ部 ( 11,12) の 巻 芯 軸 部 (2) の 近 傍 に 、 一 定 の 厚 さの 補 強

(b) (3 )が あ る 。 フ ラ ン ジ部 ( 11,1 2 )の 内側 、 か つ 、 補 強 部 (3) に 対
して フ ラ ン ジ外 周 側 に 、 軽 量 化 部 (4) が あ る 。 軽 量 化 部 (4) の 厚
さは 、 補 強 部 (3) の 厚 さ よ り薄 い 。軽 量 化 部 (4) は 、 テ ー パ 状 に
形 成 され 、 フ ラ ン ジ 外 周 側 に お い て 最 も薄 い 。 フ ラ ン ジ 部
( 11, 12) の 内側 部 分 に 、 接 着 フ イル ム (6) を案 内 す る た め の リ ブ
(5) が あ る 。 自重 に よ る フ ラ ン ジ部 （1 1, 12) の た わ み が 防 止 され

(c) 5b
るの で 、 対 向す る リブ (5) 同士 の 間 の ク リア ラ ンス (C) の 精 度 が
向上 す る。
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明 細 書

発明の名称 ：リール部材及びフィルム収容体

技術分野

[0001 ] 本発明は、例えば異方導電性接着フイルム等の一連の長尺の接着フイルム

を巻き取り且つ引き出すためのリ一ル部材の技術に関する。

背景技術

[0002] 一般に、例えば、液晶パネルや I C チップのような電子部品同士を電気的

に接続する場合には、絶縁性接着剤中に導電性粒子を分散させた異方導電性

接着フイルムが用いられる。

[0003] また、近年、太陽電池用の電極を電気的に接続 し且つ接着するための接着

フイルムとして、絶縁性接着剤中に導電性粒子を含有させた導電性接着フィ

ル厶が用いられている。

このような接着フイルムは、幅狭で長尺の剥離シ一 卜上に形成され、 リ一

ル部材に口一ル状に巻取った形態で出荷されている。

[0004] 近年、このような接着フイルムの長尺化が望まれているが、接着フイルム

が長尺化すると、フイルム口一ルの径が増 し、その自重によってリ一ル部材

のフランジ部外周部にたわみが生じ、接着フイルムの円滑な引き出しを阻害

するという問題がある。

そして、接着フイルムの長尺化ができないと、短尺の接着フイルムを巻い

たリール部材を頻繁に交換する必要があり、その都度生産ラインを停止する

ため、生産効率が低下してしまう。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 9 4 6 6 2 号公報

発明の開示

発明が解決しょうとする課題

[0006] 本発明は、このような従来の技術の課題を考慮 してなされたもので、その



目的とするところは、長尺の接着フイルムを巻き取り且つ引き出すリール部

材において、リ一ル部材の自重によるフランジ外周部のたわみを防止するこ

とによってフランジ間のクリァランスの精度を向上させる技術を提供するこ

とにある。

課題を解決するための手段
[0007] 上記目的を達成するためになされた本発明は、円筒形状に形成され、接着

フイルムを巻取可能な巻芯軸部と、前記巻芯軸部の両端部に設けられた第 1

及び第 2 フランジ部とを備え、前記第 1及び第 2 フランジ部の前記巻芯軸部

の近傍に一定の厚さの補強部が設けられるとともに、前記第 1及び第 2 フラ

ンジ部の内側部分で、かつ、前記補強部に対してフランジ外周側の部分に、

厚さが前記補強部の厚さより薄くなるように形成された軽量化部が設けられ

、さらに、前記第 1及び第 2 フランジ部の内側部分に、当該接着フイルムを

案内するためのリプが設けられているリール部材である。

本発明では、前記軽量化部が、前記補強部からフランジ外周部に向って厚

さが薄くなるようにテ一パ状に形成されている場合にも効果的である。

本発明では、前記リブは、当該接着フイルムを案内する面が、当該リール

部材の回転方向に対して直交する面上に位置するように設けられている場合

にも効果的である。

また、本発明は、上述したいずれかのリール部材と、前記リール部材の巻

芯軸部に巻き取られた接着フイルムとを有するフイルム収容体である。

本発明では、前記接着フイルムが、絶縁性接着剤中に導電性粒子が分散さ

れた異方導電性接着フイルムである場合にも効果的である。

[0008] 本発明の場合、第 1及び第 2 フランジ部の巻芯軸部の近傍に一定の厚さの

補強部が設けられるとともに、第 1及び第 2 フランジ部の内側部分で、かつ

、補強部に対してフランジ外周側の部分に、厚さが補強部の厚さより薄くな

るように例えばテ一パ状に形成された軽量化部が設けられていることから、

一定の厚さの補強部によってリール部材の剛性を確保した上で、第 1及び第

2 フランジ部の外周部の重量を小さくすることができ、これによりリ一ル部



材の自重 によるフランジ外周部のたわみを防止することがで きるので、第 1

及び第 2 フランジ部間のク リァランスの精度 を向上 させることがで きる。

さ らに、本発明では、第 1 及び第 2 フランジ部の内側部分 に、接着 フィル

厶を案内するための リプが設 け られているため、巻取時及び引出時における

接着 フ イル ム の蛇行 を防止することがで き、 これによ り巻取時における接着

フィル厶の脱落等及び引出時における接着 フィル厶の引 つかか りや プロッキ

ング等 を防止することがで きる。

本発明において、 リブの接着 フ イル ム を案内する面が、 当該 リ一ル部材の

回転方向に対 して直交する面上 に位置するように設 け られている場合 には、

巻取時及び弓I出時における接着 フ イル ム の蛇行 をよ り確実 に防止することが

で きるので、巻取時における接着 フィル厶の脱落等及び弓I出時における接着

フイルムの引 つかか りや プロツキング等 をよ り確実 に防止することがで きる

発明の効果

[0009] 本発明によれば、長尺の接着 フ イル ム を巻 き取 り且つ引 き出す リール部材

において、 リ一ル部材の自重 によるフランジ外周部のたわみを防止すること

がで きるので、第 1 及び第 2 フランジ部間のク リァランスの精度 を向上 させ

ることがで きる。

その結果、本発明によれば、接着 フ イル ム の貼付工程 において、 リール部

材 を頻繁 に交換する必要がな く、生産効率 を大幅 に向上 させることがで きる

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図 1] ( a ) ：本発明に係 る リール部材の実施の形態の内側の構成 を示す平面

図 （b ) ：図 1 ( a ) の A — A 線断面図 （c ) ：図 1 ( a ) の B — B 線断面

図

[ 図2 ] 同 リ一ル部材の全体構成 を示す断面図

[ 図3 ] 本発明に係 るフイルム収容体の実施の形態の全体構成 を示す断面図

[ 図4 ] 本発明の リ一ル部材 における各部分の寸法関係 を示す説明図



[ 図5] 比較例 1 、 2 の リ一ル部材の構成を示す断面図

[ 図6] 比較例 3 の リ一ル部材の構成を示す断面図

[ 図7] 比較例 4 の リ一ル部材の構成を示す断面図

発明を実施するための形態

[001 1] 以下、本発明の好ましい実施の形態を図面を参照 して詳細に説明する。

図 1 ( a ) は、本発明に係るリール部材の実施の形態の内側の構成を示す

平面図、図 1 ( b ) は、図 1 ( a ) の A — A 線断面図、図 1 ( c ) は、図 1

( a ) の B — B 線断面図である。

[001 2] 本実施の形態の リール部材 1 は、寸法安定性を確保する観点から、ポ リス

チレン樹脂からなるもので、図 1 ( a ) ~ ( c ) に示すように、フイルム巻

取装置又はフイルム引出装置の駆動軸 1 0 に装着されるようになっている。

[001 3] リ一ル部材 1 は、例えば異方導電性接着フィル厶等の長尺の接着フィル厶

が巻き付けられる円筒形状の巻芯軸部 2 を有 し、この巻芯軸部 2 の両端部に

、円板形状の第 1 及び第 2 フランジ部 1 1 、 1 2 が一体的に設けられている

[0014] 本実施の形態の場合、第 1 及び第 2 フラ ンジ部 1 1 、 1 2 は、その外側面

が回転軸線 0 に対 して直交する平面となるように形成され、同一の構成を有

している。以下、本明細書では、第 1 フランジ部 1 1 を例にとって説明する

[001 5] 第 1 フランジ部 1 1 の巻芯軸部 2 の周囲には、例えば円形状の補強部 3 が

設けられている。

この補強部 3 は、第 1 フラ ンジ部 1 1 の外側面と平行に形成された内側面

を有 し、一定の幅となるように形成されている。

[001 6] 第 1 フランジ部 1 1 の内側部分で補強部 3 に対 し外周部側の部分には、軽

量化部 4 が設けられている。

この軽量化部 4 は、補強部 3 から外周部側に向つて補強部 3 より厚さが薄

くなるようにテ一パ状に形成されている。

なお、本実施の形態では、軽量化部 4 の表面 （内側面）は、平面状に形成



されている。

[001 7] さらに、第 1 フランジ部 1 1 の内側部分で、かつ、巻芯軸部 2 に対 して外

周部側の部分には、接着フイルムを案内するためのリプ 5 が設けられている

このリプ 5 は、 リ一ル部材 1 の回転軸線 0 を中心として放射直線状に延び

る複数の内側ガイ ド部 5 a と、第 1 フランジ部 1 1 の外縁部に設けられた円

形状の外側ガイ ド部 5 b とを有 している。

[001 8] リブ 5 の各部分は補強部 3 より若干高さが高くなるように、第 1 フランジ

部 1 1 の外側面 1 1 a と平行な面上に、すなわち、回転軸線 0 に対 して直交

する平面上にリブ 5 の内側ガイ ド部 5 a 及び外側ガイ ド部 5 b の頂上面が位

置するように形成されている。

なお、 リプ 5 の各頂上面には、所定のアールが施されている。

[001 9] 図 2 は、本実施の形態のリ一ル部材の全体構成を示す断面図である。

また、図 3 は、本発明に係るフイルム収容体の実施の形態の全体構成を示

す断面図である。

図 2 に示すリール部材 1 を図示 しないフイルム巻取装置に装着 し、巻芯軸

部 2 に長尺の接着フィル厶 6 を巻き付けることにより、図 3 に示すフィル厶

収容体 2 0 が得 られる。

[0020] 図 4 は、本発明のリール部材 1 における各部分の寸法関係を示す説明図で

ある。

本発明に係るリール部材 1 は、長尺 （3 0 0 ~ 6 0 0 m ) の接着フイルム

6 に有効で、大径の第 1 及び第 2 フランジ部 1 1 、 1 2 を有 している。

[0021 ] 具体的には、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1 、 1 2 の直径が 2 5 0 ~ 3 0 0

m mで、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1 、 1 2 間の間隔即ち巻芯軸部 2 の厚さ

t が 1 . 0 0 ~ 1 . 3 0 m mのものに特に有効となるものである。

[0022] この場合、巻芯軸部 2 の径 d は、必要な剛性を確保 し且つフランジ外周部

の軽量化を図る観点からは、 （第 1 及び第 2 フランジ部 1 1 、 1 2 の直径/

2 . 5 ) ± 1 0 % に設定することが好ましい。



この場合、フランジ外周部の軽量化を図る観点からは、 1 0 0 m m程度に

設定することが好ましい。

[0023] また、補強部 3 の径 Dは、必要な剛性を確保 し且つフランジ外周部の軽量

化を図る観点からは、 （第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の直径/ 1 . 5

) ± 1 0 % に設定することが好ましい。

具体的に好ましい補強部 3 の径 Dは、 1 8 3 ~ 1 5 O m mであるが、軽量

化を図る観点からは、 1 5 0 m m程度に設定することが好ましい。

[0024] また、軽量化部 4 の中心側端部と外周部側端部の厚さの比 ：H 2は、必要

な剛性を確保 し且つフランジ外周部の軽量化を図る観点からは、好ましくは

5 ：4 ~ 3 ：2 であり、より好ましくは4 ：3 である。

具体的には、好ましい中心側の軽量化部 4 の大きさ は、 1 . 9 0 ~ 2 .

1 O m mであり、好ましい外周部側の軽量化部 4 の大きさH 2は、 1 . 4 5 ~

1 . 5 5 m mである。

[0025] さらに、 リブ5 の外周部 （外側ガイ ド部 5 b ) の高さ h は、必要な剛性を

確保 し且つフランジ外周部の軽量化を図る観点からは、 0 . 4 ~ 0 . 5 m m

とすることが好ましい。

さらにまた、 リブ5 間の間隔 （クリアランス）C は、 リブ面への接着フィ

ル厶貼 り付き防止と隙間への接着フィル厶脱落防止の観点からは、接着フィ

ル厶 6 の幅に対 し、 0 . 0 5 ~ 0 . 1 O m m離間するように設定することが

好ましい。

[0026] —方、 リブ5 の内側ガイ ド部 5 a の本数は、 リール径が大きくなるに伴い

増加させることが好ましい。

本発明が適用される範囲では、 8 本〜 2 4 本が好ましく、より好ましくは

、 1 2 本〜 2 4 本である。

[0027] リプ 5 の内側ガイ ド部 5 a の本数が 8 本より少ないと、接着フイルム 6 の

巻取後に横置きで放置 したり輸送時に接着フィル厶 6 にずれが生 じ、他方、

リプ5 の内側ガイ ド部 5 a の本数が 2 4 本より多いと、巻取時に接着フィル

厶 6 の乗り上げが発生するおそれがあり、同時にリプ面への接着フィル厶 6



の付着の リスクが高まる。

リール部材 1 のより大径化に対 しては、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1

2 の外周部分に多 くの リプ 5 (内側 ガイ ド部 5 a ) を設ける構成 を採用する

こともできる。

[0028] 以上述べた本実施の形態においては、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2

の巻芯軸部 2 の近傍 に一定の厚 さの補強部 3 が設けられるとともに、第 1 及

び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側部分で、かつ、補強部 3 に対 してフラン

ジ外周側の部分に、厚 さが補強部 3 の厚 さより薄 くなるようにテ一パ状 に形

成 された軽量化部 4 が設けられていることか ら、一定の厚 さの補強部 3 によ

つて リ一ル部材 1 の剛性 を確保 した上で、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1

2 の外周部の重量を小さ くすることができ、 これによりリール部材 1 の自重

によるフランジ外周部のたわみを防止することができるので、第 1 及び第 2

フランジ部 1 1、 1 2 間のク リアランスの精度 を向上させることができる。

[0029] さ らに、本実施の形態では、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側部

分に、接着 フイルム 6 を案内するための リブ 5 が設けられ、 しかも、 リブ 5

の接着 フィル厶 6 を案内する面が、 リ一ル部材 1 の回転方向に対 して直交す

る面上に位置するように設けられていることか ら、巻取時及び弓I出時におけ

る接着 フイルム 6 の蛇行を確実に防止することができ、 これにより巻取時に

おける接着 フイルム 6 の脱落等及び引出時における接着 フイルム 6 の引つか

か りやプロツキング等を確実に防止することができる。

実施例

[0030] 以下、実施例及び比較例 を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明は

以下の実施例 に限定されるものではない。

< 接着 フイルムの作成>

接着 フイルム 6 と して、幅 1 . O m mの剥離シ一 卜 （図示せず）上に乾燥

後の厚 さが 2 5 mの異方導電性接着剤 をフイルム状 に塗布形成 したものを

用いた。なお、接着剤の種類はエポキシ系熱硬化型のものである。

[0031 ] ここで、異方導電性接着 フイルムの最低溶融粘度は、 3 . 0 X 0 4 P a



S である。

この最低溶融粘度は、回転式 レオメータ （TA i nst rument 社製）を用い、昇

温速度が 1 0 °C / 分、測定圧力が 5 g で一定に保持 し、直径 8 m mの測定プ

レ一 卜を使用 して測定 した値である。

[0032] < 実施例 >

リール部材 1 として、ポ リスチ レン樹脂か らな り、巻芯軸部 2 の直径が 1

0 O m m、厚さが 1 . 2 5 m mで、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の径

が 2 5 0 m mの両面フランジタイプのものを用いた。 これは、図 2 に示す構

成のものである。

[0033] リ一ル部材 1 の補強部 3 は、厚さを 2 . O m m とし、幅 D を 1 5 0 m m と

した。

また、軽量化部 4 は平面テ一パ状に形成 し、 フランジ内周部における高さ

を補強部 3 の厚さと同一の 2 . O m m とし、 フランジ外周部における厚さ

H 2が 1 . 5 m m となるように した。

[0034] —方、 リブ 5 のフランジ外周部 （外側ガイ ド部 5 b ) における高さ h は、

第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側面か ら0 . 5 m m となるように し

た。

また、 リブ 5 の内側ガイ ド部 5 a は、等間隔で 1 2 本設けた。

この リ一ル部材 1 に、接着 フイルム 6 として長さ 5 0 0 mの異方導電性接

着 フ イル ム 6 を巻 き取 った。

[0035] < 比較例 >

図 5 に示すように、テ一パ状の軽量化部 4 を形成せず、第 1 及び第 2 フラ

ンジ部 1 1、 1 2 の厚さを 2 m m とするとともに、 リブ 5 A の内側ガイ ド部

5 0 a 及び外側ガイ ド部 5 0 b の高さをフランジ内側面 4 0 か ら0 . 1 m m

とした。 この リール部材 1 A は、従来の リール部材の構成のものである。

そ して、第 1 及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の径を 1 9 5 m m とし、長さ

3 0 O mの接着 フ イル ム 6 を巻 き取 った。

[0036] < 比較例 2 >



図 5 に示す形状で第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の径が 2 5 0 m mの

リ一ル部材 1 A を作成 し、長さ5 0 O mの接着フイルム 6 を巻き取った。

[0037] < 比較例 3 >

図 6 に示すように、第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側面にテ一パ

状の軽量化部 4 A を形成する一方で、 リプ5 B の内側ガイ ド部 5 0 a 及び外

側ガイ ド部 5 0 b の高さをフランジ内側面から0 . 1 m mとした。

その他は実施例と同一の条件でリール部材 1 B を作成 し、長さ3 O O mの

接着フイルム 6 を巻き取った。

[0038] < 比較例 4 >

図 7 に示すように、補強部を設けずにテ一パ状の軽量化部 4 A を形成 した

以外は実施例と同一の条件でリ一ル部材 1 C を作成 し、長さ5 O O mの接着

フイルム 6 を巻き取った。

[0039] < 評価>

実施例及び比較例 1 ~ 4 によって作成 したリ一ル部材 （フィル厶収容体）

をそれぞれ 2 4 時間室温の環境下で放置 し、フランジ外周部における第 1及

び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 間のク リアランスをレーザ一反射式変位計を用

いて測定 した。その結果を表 1 に示す。

また、実施例及び比較例 1 ~ 4 において、巻取時の接着フィル厶 6 の状態

(脱落等）を目視で観察 した。その結果を表 1 に示す。

[0040] さらに、接着フイルム 6 を、引出張力 5 0 g 、引張速度 5 0 0 m m/ 秒で

1秒間のインタ一バルをおいて 1秒間の引き出しを、最後まで繰り返 し行い

、引出時及び引出後の接着フイルム 6 の状態 （引出時の引つかかり、プロッ

キング、切れ）を目視で観察 した。その結果を表 1 に示す。

[0041 ]



[表 1]

表 1 . 実施例及び比較例の評価結果

[0042] < 評価結果>

表 1 から明らかなように、補強部及びテ一パ状の軽量化部を設けていない

比較例 1、 2 の場合、接着フイルム 6 の長さが 3 0 0 m と短い場合 （比較例

1 ) には、フランジ外周部におけるクリアランスの狂いが小さく （1 . 1 5

± 0 . 1 m m) 、巻取時及び引出時において問題は生 じなかったが、接着フ

イルム 6 の長さが 5 0 0 m と長尺化 した場合 （比較例 2 ) には、フランジ外

周部におけるクリアランスの狂いが大きくなるとともに （1 . 1 5 ± 0 . 4

m m) 、引出時において、引つかかり、ブロッキング、切れが生 じた。

[0043] また、第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側面にテ一パ状の軽量化部

4 A を形成する一方で、 リブ5 B の高さをリール部材 1 B の内側面から0 .

m m とした比較例 3 においては、第 1及び第 2 のフランジ部 1 1、 1 2 の

径が 2 5 0 m mの場合であっても、フランジ外周部におけるクリァランスの

狂いが大きく （1 . 1 5 ± 0 . 2 m m) 、 しかも巻取時において接着フィル

厶 6 の巻きずれ及び脱落が生 じた。

[0044] さらに、第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側面にテ一パ状の軽量化

部 4 A を形成するとともに、フランジ外周部におけるリプ5 の高さを実施例

と同 じ0 . 5 m mにした比較例 4 では、接着フイルム 6 の長さを 5 0 0 mに

長尺化することができたが、フランジ外周部におけるクリアランスの狂いが



大きく （1 . 1 5 ± 0 . 2 m m) 、しかも引出時において引つかかりが生じ

た。
[0045] これに対し、第 1及び第 2 フランジ部 1 1、 1 2 の内側面に補強部 3 及び

テ一パ状の軽量化部4 を形成するとともに、フランジ外周部におけるリプ5

の高さを0 . 5 m mにした実施例では、接着フイルム6 の長さを5 0 O mに

長尺化した場合においても、フランジ外周部におけるクリァランスの狂いが

小さく （1 . 1 5 ± 0 . 1 m m) 、特に成型直後は、 1 . 1 5 ± 0 . 1 m m

以下であった。

さらに、実施例のものにおいては、巻取時及び引出時において何ら問題が

生じなかった。

[0046] 以上の結果から、本発明によれば、リール部材の自重によるフランジ外周

部のたわみを防止し、第 1及び第 2 フランジ部間のクリァランスの精度を向

上できることを実証することができた。

符号の説明
[0047] リール部材

2 巻芯軸部

3 補強部

4 軽量化部

5 リプ

5 a 内側ガイド部

5 b 外側ガイド部

6 接着フイルム

1 0 駆動軸

1 第 1 フランジ部

1 2 第 2 フランジ部

0 回転軸線



請求の範囲

[ 請求項 1] 円筒形状 に形成 され、接着 フ イル ム を巻取可能な巻芯軸部 と、

前記巻芯軸部の両端部 に設 け られた第 1 及び第 2 フラ ンジ部 とを備

え、

前記第 1 及び第 2 フ ラ ンジ部の前記巻芯軸部の近傍 に一定の厚 さの

補強部が設 け られるとともに、

前記第 1 及び第 2 フランジ部の内側部分で、かつ、前記補強部 に対

してフランジ外周側の部分 に、厚 さが前記補強部の厚 さよ り薄 くなる

ように形成 された軽量化部が設 け られ、

さ らに、前記第 1 及び第 2 フラ ンジ部の内側部分 に、 当該接着 フィ

ル厶を案内するための リプが設 け られている リール部材。

[ 請求項 2 ] 前記軽量化部が、前記補強部か らフラ ンジ外周部 に向 つて厚 さが薄

くなるようにテ一パ状 に形成 されている請求項 1 記載の リール部材。

[ 請求項 3 ] 前記 リブは、 当該接着 フ イル ム を案内する面が、 当該 リール 部材の

回転方向に対 して直交する面上 に位置するように設 け られている請求

項 1 又は 2 のいずれか 1 項記載の リ一ル部材。

[ 請求項 4 ] 円筒形状 に形成 され、接着 フ イル ム を巻取可能な巻芯軸部 と、前記

巻芯軸部の両端部 に設 け られた第 1 及び第 2 フ ラ ンジ部 とを備 え、前

記第 1 及び第 2 フ ラ ンジ部の前記巻芯軸部の近傍 に一定の厚 さの補強

部が設 け られるとともに、前記第 1 及び第 2 フランジ部の内側部分で

、かつ、前記補強部 に対 してフランジ外周側の部分 に、厚 さが前記補

強部の厚 さよ り薄 くなるように形成 された軽量化部が設 け られ、 さ ら

に、前記第 1 及び第 2 フランジ部の内側部分 に、 当該接着 フィル厶を

案内するための リプが設 け られている リール部材 と、

前記 リ一ル部材の巻芯軸部 に巻 き取 られた接着 フィル厶 とを有する

フ ィル 厶収容体。

[ 請求項 5 ] 前記接着 フィル厶が、絶縁性接着剤 中に導電性粒子が分散 された異

方導電性接着 フィル 厶 である請求項 4 記載のフィル 厶収容体。
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